
平成 23 年長野県労働条件等実態調査 

５５５５    定年制定年制定年制定年制    

((((１１１１)))) 定年制の規定の状況定年制の規定の状況定年制の規定の状況定年制の規定の状況    

定年制の規定の状況についてみると、「規定あり」の割合は調査事業所計で 72.6％となっている。 

規模別にみると、10～29 人規模で 81.2％、30～49 人規模で 92.4％、50 人以上規模ではすべての

事業所で定年制が規定されており、規模が大きいほど「規定あり」の割合が高くなっている。 

産業別にみると、情報通信業で 100.0％と最も高く、飲食サービス業等で 35.6%と最も低くなってい

る。(図 5-1、付属統計表 5-1) 

 

図図図図 5555----1111    定年制の規定の状況定年制の規定の状況定年制の規定の状況定年制の規定の状況    

    

    

72.6 

62.0 

81.2 

92.4 

100.0 

100.0 

100.0 

74.1 

84.9 

100.0 

93.1 

68.3 

71.4 

81.3 

35.6 

70.4 

77.1 

65.5 

0 50 100

調査事業所計

5～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300人以上

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

学術研究等

飲食サービス業等

生活関連サービス等

医療，福祉

その他のサービス業

(%)

規

模

別

産

業

別

規定あり

n=1124

n=611

n=373

n=79

n=31

n=22

n=8

n=193

n=219

n=3

n=29

n=164

n=7

n=48

n=87

n=27

n=205

n=142
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((((２２２２)))) 定年年齢定年年齢定年年齢定年年齢    

定年制を定めている事業所における定年年齢は、「60 歳以上 65 歳未満」の割合が調査事業所計

で 80.6％と最も高くなっている。 (図 5-2、付属統計表 5-2) 

 

 

 

    

図図図図 5555----2 2 2 2 定年定年定年定年年齢の事業所数分布年齢の事業所数分布年齢の事業所数分布年齢の事業所数分布 
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((((３３３３)))) 高齢者の継続雇用制度高齢者の継続雇用制度高齢者の継続雇用制度高齢者の継続雇用制度    

ｱｱｱｱ    継続雇用制度の有無継続雇用制度の有無継続雇用制度の有無継続雇用制度の有無 

定年制を規定している事業所のうち、何らか

の継続雇用制度を実施している事業所は調査

事業所計で、78.2％となっている。（図 5-3-1、

付属統計表 5-3-1）    

 

ｲｲｲｲ    勤務延長制度・再雇用制度の採用状況勤務延長制度・再雇用制度の採用状況勤務延長制度・再雇用制度の採用状況勤務延長制度・再雇用制度の採用状況 

継続雇用制度を規定している事業所のうち

勤務延長制度・再雇用制度の採用状況をみる

と、調査事業所計で「勤務延長制度がある」事

業所が 38.3％、「再雇用制度がある」事業所が

78.0％となっている。 

規模別にみると、「勤務延長制度がある」事業所の割合は規模が大きいほど低くなっているが、

「再雇用制度がある」事業所の割合は規模が大きいほど高くなっている。 

産業別にみると、「勤務延長制度がある」事業所の割合は、建設業で 48.0％と最も高く、次いで

運輸業，郵便業で 40.9％となっている。「再雇用制度がある」事業所の割合は金融業，保険業と情

報通信業で 100．0％と最も高く、次いで運輸業，郵便業で 90.9％となっている。(図 5-3-2、付属統

計表 5-3-2) 

図図図図 5555----3333----2222    勤務延長制度・再雇用制度の採用状況勤務延長制度・再雇用制度の採用状況勤務延長制度・再雇用制度の採用状況勤務延長制度・再雇用制度の採用状況((((複数回答複数回答複数回答複数回答))))    
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((((４４４４)))) 最高雇用年齢最高雇用年齢最高雇用年齢最高雇用年齢    

何らかの継続雇用制度を定めている事業所

の最高雇用年齢についてみると、「65 歳～69 歳」

と規定している事業所の割合が 52.7％と最も高

く、「最高雇用年齢の定めがない」とする事業所

が 36.7％、「70 歳以上」と規定している事業所が

6.9％の順となっている。 (図 5-4、付属統計表

5-4) 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

図図図図 5555----4 4 4 4 最高雇用年齢最高雇用年齢最高雇用年齢最高雇用年齢 
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